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博士人材のイノベーション力①（発明生産性）

⚫ 博士人材は、入社後、（研究のアウトプットであり、企業利益にもつながりうると考えられ
る）特許出願件数・論文被引用件数ともに修士等出身者と比較して高い水準。この
ため、博士人材は研究者として企業に貢献しているといえる。

特許出願件数 論文の被引用件数

博士博士

修士以下修士以下

ー博士(課程)
ー博士(論文)
ー修士
ー学士
ー短大/専門学校以下

経験年数

対
数
値

対
数
値

学歴別に見た入社後からの一人当たり件数の推移

経験年数

出典：経済産業省 「令和５年度技術開発調査等推進事業 （博士人材の産業界への入職経路の多様化に関する調査）令和６年3月」をもとに作成。
https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/reiwa5_hakasejinzai_tyousahoukoku.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/reiwa5_hakasejinzai_tyousahoukoku.pdf
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博士人材の国際比較

⚫ 海外と比較して、我が国の博士号取得者は少なく、人口100万人当たりの博士号取
得者数の減少傾向が続いている。

（出典）文部科学省 科学技術・学術政
策研究所、科学技術指標2024、
調査資料-341、2024年8月

日本 (126人)

ドイツ (330人)

米国 (286人)

韓国 (344人)

フランス (144人)

英国 (342人)

中国 (58人)

（注）米国は2020年度、フランス・日本は2021年度、英国・ドイツ・韓国・中国は2022年度のデータ

人口100万人当たり博士号取得者数
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企業研究者の日米比較

⚫ 米国と比較すると、各産業の研究者に占める博士人材の割合が日本では少ない上に、
日本の中でも、業界によって研究者に占める博士号保持者の割合が異なっており、博
士人材の活用の程度は異なる。

出典：経済産業省 「令和５年度技術開発調査等推進事業 （博士人材の産業界への入職経路の多様化に関する調査）令和６年3月」をもとに作成。
https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/reiwa5_hakasejinzai_tyousahoukoku.pdf
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産業分類別 研究者に占める博士号保持者の割合

https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/reiwa5_hakasejinzai_tyousahoukoku.pdf
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大学発ベンチャーの博士人材割合

⚫ 大学発ベンチャーの従業員総数に占める博士号取得者の在籍割合は、19％と高い水
準であり、博士号取得者が積極的に活用されている。

出典：経済産業省「令和5年度大学発ベンチャー実態等調査、調査資料-68、2024年5月」をもとに作成。
https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/start-ups/reiwa5_vc_cyousakekka_houkokusyo_r.pdf
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https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/start-ups/reiwa5_vc_cyousakekka_houkokusyo_r.pdf
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最近の博士関係の政府・関係団体の動き

経済産業省
（令和６年２月）

文部科学省
（令和6年3月26日）

日本経済団体連合会
（令和６年２月20日）

大学支援フォーラムPEAKS
（令和６年７月）
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課題①（採用意欲はあるものの、採用ができていない）

⚫ 企業における現状として、「採用したくても採用できていない企業」が、全
体の35.6％ある。

出典：経済産業省 「令和２年度産業技術調査事業 （産業界と大学におけるイノベーション人材の循環育成に向けた方策に関する調査）令和3年3月」
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000374.pdf

企業における博士人材の採用状況（2020年）
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博士人材を採用したいと思っており、実際に採用できている

良い人材がいれば採用したいと思っているが、応募者が採用基準に満たないため採用していない

博士人材を採用したいと思っているが、応募がなく採用できていない

博士人材を対象とした採用は特に行っておらず、採用していない

その他

◼博士人材を現在採用
していない企業は全
体の76.6％

◼うち採用したくても
採用できていない企
業は全体の35.6%

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000374.pdf


7

課題②（マッチングがうまくできない）

⚫ 博士課程修了者を採用していない企業の約半数（52.6%）が、採用しない理
由として、「マッチングがうまくいかなかったため」と回答している。

研究開発者として博士課程修了者を採用しない理由（2021年）

出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告2021 2022年6月」 , NISTEP REPORT, No.19
https://nistep.repo.nii.ac.jp/records/6792

https://nistep.repo.nii.ac.jp/records/6792
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博士人材の就職経路の特殊性

⚫ 博士人材が企業に就職する経路は、指導教員等からの紹介が多い一方で、（学士修
士の就活で使われているような）就職サイトや大学の活用が少なく、ミスマッチが生じや
すい構造となっていると考えられる。

出典：経済産業省 「令和５年度技術開発調査等推進事業 （博士人材の産業界への入職経路の多様化に関する調査）令和６年3月」
https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/reiwa5_hakasejinzai_tyousahoukoku.pdf

入職経路別回答比率（全国平均と博士課程修了者の別）

https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/reiwa5_hakasejinzai_tyousahoukoku.pdf


博士人材のキャリアパス全体像
⚫ 修士課程（特に人文科学・社会科学系）・博士課程への進学者が少ない

⚫ 民間企業・公的機関等への就職者が少なく、就職準備中・臨時労働者等が一定程度存在

民間企業・公的機関等

ポスドク等1,641人(10.3％)
（うち1,352人は就職者にも含む）

博士課程修了者 15,831人(R4年度)

※うち満期退学者：3369人

修士課程修了者 74,258人（R4年度）

医師・保健師等 2,881人
留学等 65人
進学者 134人（うち20人は就職者にも含む）
その他・不明 4,532人（うち就職準備812人、臨時労働者等991人、進学準備・臨床研修医51人、その他・不詳2,678人）

医師・保健師等 1,213人
留学等 294人
その他・不明 9,498人

留学生 3,217人
社会人※ 6,237人
※留学生を含む

ポストドクター等 13,657人（R3年度）
⇒現状維持7,513人（55.0％）

医師等 41人
学生等  170人（専業主夫・婦/無職含む）
不明・死亡 1,653人

雇用財源・所属機関等を変更し
ポスドク等を継続 1,765人
（12.9％）

大学等教員

5,823人
（36.8％）

55,797人
(75.1％)

1165人
（8.5％）

1,350人
（9.9％）

2,416人
（15.3％）

473人
（0.7％）

うち研究開発職963人

うち研究開発職3,360人

うち研究開発職17,809人

※ポスドク等のうち60.0％は博士課程修了後５年以下

進学者7,210人(9.7％)
（うち227人は就職者にも含む）

（出典）修士課程修了者、博士課程修了者は「令和５年度学校基本調査」を基に、
ポストドクター等は「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査」を基に文部科学省作成
※学生の進路は令和５年3月時点のデータ、入学者は令和５年５月１日時点のデータ
※ポスドク等のデータは令和３年度のポスドク等の延べ人数と、それらの者の令和４年4月1日時点の進路
※大学等には短期大学、高等専門学校を含む

進学者68,012人(進学率11.5％)
※人文科学は、3,693人（進学率4.5%）
社会科学は、5,382人（進学率2.8%）

（うち178人は就職者にも含む）

※帰国した留学生や、（実
際には進路が決まったが）
卒業後に連絡が取れなく
なった者を含む。進路状況
を正確に把握することも求
められる。

9
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目指す姿

⚫ 博士課程修了後の就職のルートが
狭いことも一つの要因となり、博士
課程進学への魅力が比較的乏しく
なり、修士課程修了段階での就職
が選択されていると考えられる。

⚫ 博士課程から就職するルートを大き
くすることで、①高度な専門性を企
業等で発揮しイノベーションを創造
するとともに、②博士課程の魅力の
向上につなげ、修士課程から博士
課程への進学を促す。

現状 将来像

民間企業等

博士課程修了者

修士課程修了者

約４割

約７.5割
約１割

民間企業等

博士課程修了者

修士課程修了者

就職者数の増加

博士課程への
進学割合増加

出典：経済産業省 「令和５年度技術開発調査等推進事業 （博士人材の産業界への入職経路の多様化に関する調査）令和６年3月」をもとに作成。
https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/reiwa5_hakasejinzai_tyousahoukoku.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/reiwa5_hakasejinzai_tyousahoukoku.pdf
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検討会の主な検討課題とスケジュール

⚫ 「博士」に関しては様々な論点があるが、博士人材の就職のために、企業・大学・政府
が取り組むべき実務的な事項にターゲットを絞って検討していく。

主な検討課題

✓ 「採用意欲のある企業」が、効果的な採用を実施するために取り組むべき
事項

✓ 「博士課程を持つ大学」が、博士学生の就職活動を支援するために取り組
むべき事項

検討スケジュール（現時点案）

８月：第１回検討会（キックオフ、各委員の取組説明）

９月：第２回検討会（議論①：企業と大学それぞれの博士就活に関する取組）

１０月：第３回検討会（議論②：学生と企業のマッチングの取組

１１月：第４回検討会（議論③：多様な博士の活躍の在り方）

１２月：第５回検討会（取りまとめ案の検討）

１月：第６回検討会（取りまとめ案の決定）

３月：手引き・ガイドブック（仮称）決定
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（参考）博士人材に関する閣議決定文書

○新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版
Ⅴ．投資の推進 

６．官民連携による科学技術・イノベーションの推進

（１０）博士課程学生・若手研究者等への支援

博士人材や若手研究者の活躍促進のため、インターンシップやクロスアポイントメント制度の活用等を含めた博士人材の多様なキャリ

アにつながる取組の推進や、博士課程学生を含む若手研究者等の処遇向上、産学官が連携した活躍の場の創出等に取り組む。

○骨太の方針2024
第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現

３．投資の拡大及び革新技術の社会実装による社会課題への対応 

（４）科学技術の振興・イノベーションの促進

・・・・・・くわえて、産学官の共創を促進し、経済社会ニーズに対応した大学院改革や博士号取得者の幅広い活躍の場（官公庁を

含む。）の創出につながる取組や処遇向上等を進め、多様なフィールドで活躍する博士人材を中長期的に世界トップ水準並みに引

き上げるとともに、イノベーション創出に向けた地域や産業界の学び直しニーズを踏まえつつ、産業界・個人・教育機関によるリカレント

教育エコシステムの創出に向けた取組を加速する。

○統合イノベーション戦略2024
３．着実に推進する３つの基軸

（２） 知の基盤（研究力）と人材育成の強化

③ 創造的で多様な人材の育成、教育の充実と活躍促進に向けた産学官での取組強化

（博士人材及び若手研究者の活躍促進・場の創出と学生への支援）

・・・・・・博士人材の産業界での活躍促進に向け、企業・大学等を対象としたガイドライン策定に向けた省庁横断での検討や、ロールモ

デルのＰＲ等を通じた博士人材の魅力の発信を行う。さらに、経済団体等に対し、博士人材が産業界等で幅広く活躍する重要性の

理解促進に向けた働きかけを行っていくことに加え、企業と大学による優秀な若手研究者の発掘（マッチング）の仕組みも活用しつつ、

共同研究を通じた民間企業社員の博士号取得を推進することにより、博士人材の活躍による研究力やイノベーション創出の強化を

目指す。
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